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第 34期（2023年 6月期）決算説明会における質疑応答の要旨 

 

Q． 2024年 6月期の予想DPU2,600円は稼働率や賃料のダウンサイドリスクを織り込んだもの

か。それとも、足許の実力水準ということか。また、向こう１年の業績予想において、賃貸事業

のみのEPUは2,600円を下回る状況だと思うが、稼働率や水道光熱費収支の観点を踏まえ、

今後の見通しをどのように見ているか。 

 

A．DPU2,600 円は、先が見通せる範囲での環境を織り込んだ足許の事業計画をベースに、ダウ

ンタイムやフリーレントを厳しめに想定しつつ、新規の物件取得や今回の入替効果を加味した

もの。なお、水道光熱費等のコストについては、現在、コスト削減に向けた取り組みを開始し

ており、業績予想上も電気料金のテナント転嫁といった収益改善効果をある程度織り込んで

いる。 

 

Q．DPUマネジメントについて、2024年 6月期以降は各期の収支状況を勘案した水準とのことだ

が、内部留保や売却益の取り扱いはどのような方針か。 

 

A． 収支状況を踏まえつつ DPU を支払うということに方針を変更したが、安定的に DPU をマネ

ジメントしていくという考えに変化はない。今回の見直しにより、想定している水準は維持でき

る見込みだが、引き続き内部留保も必要に応じ弾力的に活用していく。DPU 下限目標を設定

していた際は、譲渡益を計上し、DPUの下支えに活用していたが、今後の入替は本源的に利

回りを上げていく、ポートフォリオの質を向上させていくという目的で行っていく。 

 

Q． 2024年 6月期の退去予想について、テナント退去を想定しているビルの属性や立地等はど

のようなものか。また、仮にテナント退去が生じた場合、リーシングの見通しはどうか。 

 

A． 退去懸念先とダミーを合計して 3,446 坪の退去を保守的に想定しているが、現在、確定して

いるものは約 180 坪であり、懸念のある先を加えても約 500 坪程度と見ている。不透明なテ

ナントに加え、相応のバッファーも含まれており、3,446坪のうち、どの程度が退去するのか見

通しは難しい。想定している物件は、都心や都心近郊のビルであり、仮に退去が生じた場合

でも、埋戻しが難しいということは想定していない。 

 

Q．稼働率について、2024年 6月期末の契約稼働率が 96%近辺で推移する前提の下、キャッシ

ュフローベースの稼働率底打ちのタイミングはいつ頃か。 

 

A．キャッシュフローベースの稼働率は前期がボトムであり、2023年 6月期から 2023年 12月期

にかけて上昇した後、2024 年 6 月期は厳しめの想定の下、若干下がる見通し。然しながら、

退去率は落ち着いていくと見ており、特殊要因がなければキャッシュフローベースの稼働率は、

期末の契約ベースの稼働率に漸近してくると見ている。 
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Q．サステイナブルな収益水準を脅かすような物件は今回の興和川崎西口ビルの譲渡で無くなっ

たと見てよいか。それとも、常に議論している状況か。仮に議論している場合、エリアやテナン

ト等、どのような観点で議論を行っているのか。 

 

A． 経営としてのリスク管理の観点から常に議論はしており、特に築年数やエリアを重視してい

る。今回、興和川崎西口ビルを譲渡したが、大口のシングルテナント物件はリスクがあると身

に染みて感じている。現時点でリスクが顕在化しそうな物件があるわけではないが、常に備え

ていくことは必要だと思っている。 

以上 


